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本日のトピック

１.電力需給ひっ迫に関する県内の情報提供体制

２.各企業等における省エネ・節電の推進のおねがい

３.中小企業等向け省エネ等設備導入補助制度

４.危機管理対策の推進（ＢＣＰ策定関係）
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１.電力需給ひっ迫に関する県内の情報提供体制

○電力需給ひっ迫注意報/警報の発令

○千葉県におけるひっ迫注意報/警報の連絡体制

電力の広域予備率が一定を下回る見込みの場合、
前日１６時 を目処に国（資源エネルギー庁）が電力需給ひっ迫注意報/警報を発令

※電力需給ひっ迫の可能性を伝えるため、前々日１８時頃に一般送配電事業者が電力需給ひっ迫準備情報
の情報提供を行う（具体的な節電行動を求めるものではない）

☞ 注意報…予備率５％を下回る場合 警報…予備率３％を下回る場合

3☞【三協議会】県商工労働部産業振興課からひっ迫注意報/警報の情報提供（メール）

① ひっ迫注意報/警報発令後、関東経済産業局経由で県へ情報提供
② 県から県内市町村宛に情報提供（メール）

④ 県庁各部署から関係団体を通じて、事業者に対して情報提供
③ 県から県民宛に情報発信（県HP、SNS等）



１.電力需給ひっ迫に関する県内の情報提供体制

※【参考】６月27日～30日の千葉県によるSNS等の情報提供（例）
●千葉県庁HPによる情報提供 ●SNSによる発信

※知事による情報発信

※県防災部門による情報発信

4



２.各企業等における省エネ・節電の推進のおねがい

○省エネ・節電への御協力をお願いします
・6月27日から30日にかけて、電力需給ひっ迫注意報発令時において、
各企業様におかれましては、省エネ・節電行動の実施いただきありがとうございます。
・しかし、今夏よりも今冬の方が電力需給の見通しは厳しい状況。

今夏 ７月 ８月 ９月

東京エリア 3.7% 5.7% 6.2%

今 冬 １２月 １月 ２月

東京エリア 7.8% 1.5% 1.6%

◇10年に1度の猛暑・厳寒を想定した場合の電力需要に対する予備率

※令和4年7月20日 第52回総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料から抜粋

・ついては、今冬に向けた省エネ・節電への検討をよろしくお願いします。
短期的：次ページの国等の資料を参考に省エネ・節電に取組む

中長期的：設備の更新等の設備投資により省エネ等に取組む
→経常的な経費（光熱費など）の削減効果も期待できる ☞県支援制度あり

☞電力の安定供給には予備率３％が最低限必要
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※【参考】国等の省エネ・節電に関するパンフレット・特設HP

２.各企業等における省エネ・節電の推進のおねがい

●省エネポータルサイト（資源エネルギー庁） ●省エネ・節電お役立ち情報（電気事業連合会）

パンフレット パンフレット
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３.中小企業等向け省エネ等設備導入補助制度(６月補正予算)

①ちば事業再構築チャレンジ補助金

②生産性向上のための設備投資補助金

③脱炭素化促進緊急対策事業補助金

【県上乗せ補助枠】 国の事業再構築補助金（※）を利用する場合の上乗せ補助
[補助上限額]500万円以内 [補助率]対象経費の1/12以内
【県独自補助枠】 国の事業再構築補助金を利用していない場合の県単独補助
[補助上限額]1,000万円（下限100万円） [補助率]対象経費の3/4以内
※新分野展開、業態転換、事業再編等の取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲
を有する中小企業を支援

中小企業者等が行う脱炭素化に向けた設備への更新や電気自動車等の導入費用の一部を補助
[対象事業]蓄電池の設置、省エネルギーの促進、未利用エネルギーの利用促進、CO2以外の温室効果
ガス削減対策、再生可能エネルギーの利用促進、電気自動車等の導入(※)、燃料等供給設備の設置
[補助上限額]１事業所当たり1,000万円以内
[補助率]対象経費の2/3以内（※を除く）、国の補助金額の1/2以内（※）
[対象事業所]「CO2CO2スマート宣言事業所登録制度」に登録する事業所

国のものづくり補助金（※）を活用した設備の導入に上乗せ補助
[補助上限額]250万円以内 [補助率]対象経費の1/12以内
◎「省エネの促進や再エネの活用等に資するもの」に限定
※中小企業・小規模事業者が取り組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行う
ための設備投資等を支援

○省エネ・再エネ型事業再構築・設備投資支援事業[概要]
受付中

受付中

令和４年９月中旬 受付開始予定

問い合わせ先

問い合わせ先

問い合わせ先

ちば事業再構築チャレンジ
補助金コールセンター

050-3183-6212

千葉県産業振興センター
新事業支援部

047-426-9200

環境生活部
温暖化対策推進課

043-223-4645

詳
細
は
県
Ｈ
Ｐ
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
参
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いずれの補助も省エネの促進や
再エネの活用等に資するものに限定



４.危機管理対策の推進

○事業継続計画（ＢＣＰ）策定の重要性

○中小企業向けBCPの策定支援（９月補正予算案）

電力需給ひっ迫による停電を含め、地震や台風等の自然災害、新型コロナウイルスのような
感染症、サイバー攻撃等…事業を取り巻くリスクはさまざま。

このような緊急事態が発生した場合に、損害を最小限にするには、中核事業の継続や
早期復旧を可能とするための具体的な行動指針となるBCPを策定しておくことが重要。

中小企業における事業の継続や早期復旧に向けたＢＣＰの策定を支援するため、
・啓発セミナーの開催
・計画策定講座の開催
・個別コンサルティングによる支援事業 を開始する予定
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本日のトピック（まとめ）

１.電力需給ひっ迫に関する県内の情報提供体制

２.各企業等における省エネ・節電の推進のおねがい

３.中小企業等向け省エネ等設備導入補助制度

４.危機管理対策の推進（BCP策定関係）

ひっ迫注意報/警報は前日１６時頃に発令

千葉県HP・SNS等で情報発信

三協議会にはメールにて産業振興課が連絡

6月補正予算で補助制度を新設

千葉県で省エネ等に係る補助を実施

補助制度の詳細はパンフレット等を参照

６月電力ひっ迫時の節電行動に感謝します

引き続き、省エネ・節電の取組をお願いします

しかし、夏より冬の電力需給が厳しい見込み

停電以外にも事業を取り巻くリスクはさまざま

多様なリスクに備え、BCP策定の検討を

９月補正予算案でBCP策定支援を実施予定
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ご清聴ありがとうございました。


